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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 214,481 5.9 24,449 △44.3 18,764 △55.0 14,777 △52.0
2026年３月期第１四半期 202,497 △0.0 43,898 26.6 41,658 25.6 30,775 △1.5

(注) 包括利益 2027年３月期第１四半期 18,593百万円( △48.4％) 2026年３月期第１四半期 36,059百万円( 10.4％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 70.25 61.29
2026年３月期第１四半期 148.17 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 2,535,667 487,874 18.6
2026年３月期 2,471,051 473,636 18.5

(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 471,162百万円 2026年３月期 456,950百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 15.00 － 17.00 32.00
2027年３月期 －
2027年３月期(予想) 16.50 － 16.50 33.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配

当の状況につきましては、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 970,000 13.3 48,000 △34.5 30,000 △51.1 22,000 △50.0 100.27

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注) 詳細は、添付資料Ｐ.７「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の

変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 215,291,912株 2026年３月期 215,291,912株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 9,941,732株 2026年３月期 9,940,913株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 205,350,473株 2026年３月期１Ｑ 205,327,532株

(注) 当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託

（ＢＢＴ）」に係る信託口が保有する当社株式（2027年３月期１Ｑ 390,700株、2026年３月期 390,700株）が含まれてお

ります。また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（2027年３月期１Ｑ 390,700株、2026年３月期１Ｑ 420,300株）

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

なお、業績予想に関する事項につきましては、2026年７月30日に公表いたしました「2026年度第１四半期

（４～６月）決算について」のＰ.４「2026年度 連結業績予想」及びＰ.５「2026年度 連結業績予想の修正概

要」をご覧ください。



種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ｂ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 ― 1,500,000.00 ― 1,500,000.00 3,000,000.00

2027年３月期 ―

2027年３月期（予想） 1,500,000.00 ― 1,500,000.00 3,000,000.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間の売上高は、相対販売の増加による他社販売電力料の増加などに

より、前年同四半期連結累計期間に比べ119億84百万円増の2,144億81百万円となり、営業外収益

を加えた経常収益は、123億79百万円増の2,163億5百万円となりました。

経常利益は、燃料費等調整制度の期ずれ影響が差益から差損に転じたことによる収支悪化な

どにより、前年同四半期連結累計期間に比べ228億93百万円減の187億64百万円となりました。ま

た、親会社株主に帰属する四半期純利益は、経常利益の減少などにより、前年同四半期連結累計

期間に比べ159億97百万円減の147億77百万円となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

資産、負債、純資産の状況

資産は、減価償却の進行などはありましたが、電力需要の増加やカーボンニュートラルの実

現に向けた投資に伴う固定資産の増加などにより、前連結会計年度末に比べ646億16百万円増の2

兆5,356億67百万円となりました。

負債は、工事代金の支払いによる未払債務の減少などはありましたが、有利子負債の増加な

どにより、前連結会計年度末に比べ503億79百万円増の2兆477億93百万円となりました。

純資産は、配当金の支払いはありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上など

により、前連結会計年度末に比べ142億37百万円増の4,878億74百万円となりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.1ポ

イント増の18.6％となりました。

経営成績等の概況につきましては、2026年７月30日にＴＤｎｅｔ及び当社ウェブサイト

（https://www.hepco.co.jp/）で公表いたしました「2026年度第１四半期（４～６月）決算につ

いて」をご覧ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

固定資産 2,033,374 2,076,530

電気事業固定資産 1,116,771 1,117,012

水力発電設備 198,814 196,658

汽力発電設備 148,626 144,715

原子力発電設備 105,107 109,954

送電設備 183,400 181,611

変電設備 118,051 119,841

配電設備 312,761 314,836

業務設備 40,190 39,873

その他の電気事業固定資産 9,818 9,521

その他の固定資産 66,478 65,608

固定資産仮勘定 463,517 498,227

建設仮勘定 431,887 466,337

除却仮勘定 208 467

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 31,421 31,421

核燃料 167,254 170,557

加工中等核燃料 167,254 170,557

投資その他の資産 219,352 225,125

長期投資 115,591 123,346

退職給付に係る資産 53,495 53,827

繰延税金資産 23,470 21,120

その他 26,996 27,045

貸倒引当金（貸方） △201 △215

流動資産 437,676 459,137

現金及び預金 184,607 160,000

受取手形、売掛金及び契約資産 98,833 95,064

棚卸資産 57,779 84,584

その他 96,869 119,873

貸倒引当金（貸方） △412 △386

合計 2,471,051 2,535,667
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債及び純資産の部

負債の部

固定負債 1,519,384 1,571,557

社債 859,230 809,230

長期借入金 540,328 643,023

未払廃炉拠出金 86,036 86,036

退職給付に係る負債 22,000 22,284

その他 11,787 10,983

流動負債 475,518 473,668

1年以内に期限到来の固定負債 120,055 149,543

短期借入金 44,500 44,500

支払手形及び買掛金 97,547 106,095

未払税金 11,190 21,197

その他 202,224 152,332

特別法上の引当金 2,511 2,566

渇水準備引当金 2,511 2,566

負債合計 1,997,414 2,047,793

純資産の部

株主資本 406,969 417,543

資本金 114,291 114,291

資本剰余金 47,211 47,211

利益剰余金 263,183 273,758

自己株式 △17,717 △17,718

その他の包括利益累計額 49,981 53,619

その他有価証券評価差額金 21,864 26,730

繰延ヘッジ損益 423 603

退職給付に係る調整累計額 27,693 26,284

非支配株主持分 16,686 16,711

純資産合計 473,636 487,874

合計 2,471,051 2,535,667
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

営業収益 202,497 214,481

電気事業営業収益 190,455 202,495

その他事業営業収益 12,042 11,986

営業費用 158,599 190,032

電気事業営業費用 148,395 179,917

その他事業営業費用 10,203 10,115

営業利益 43,898 24,449

営業外収益 1,427 1,823

受取配当金 699 732

受取利息 92 293

物品売却益 103 425

その他 532 370

営業外費用 3,667 7,507

支払利息 3,186 4,978

持分法による投資損失 35 187

デリバティブ損失 － 2,071

その他 445 269

四半期経常収益合計 203,925 216,305

四半期経常費用合計 162,267 197,540

経常利益 41,658 18,764

渇水準備金引当又は取崩し 226 55

渇水準備金引当 226 55

特別利益 1,206 2,091

核燃料売却益 1,206 2,091

税金等調整前四半期純利益 42,638 20,800

法人税、住民税及び事業税 10,135 4,931

法人税等調整額 1,688 885

法人税等合計 11,823 5,816

四半期純利益 30,814 14,983

非支配株主に帰属する四半期純利益 39 206

親会社株主に帰属する四半期純利益 30,775 14,777
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純利益 30,814 14,983

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,576 4,884

繰延ヘッジ損益 314 97

退職給付に係る調整額 3,333 △1,454

持分法適用会社に対する持分相当額 19 82

その他の包括利益合計 5,245 3,609

四半期包括利益 36,059 18,593

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,030 18,415

非支配株主に係る四半期包括利益 29 178
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）

（支払利息の資産取得原価への算入について）

当社は、電気事業固定資産のうち、主要な電源設備等の建設のために充当した資金の支払利

息について、従来は発生時に費用処理していたが、当第１四半期連結会計期間より、電気事業

会計規則（昭和40年通商産業省令第57号）の規定に基づき、当該支払利息を当該資産の取得原

価に算入する方法へ変更している。

当社は電源設備について、今後、次世代半導体工場や大型データセンターの道内進出に伴う

電力需要の増加に加え、再エネの更なる導入拡大が想定される中、将来にわたり必要な供給力、

調整力を確保し、安定供給と脱炭素化の両立を図っていくとともに、安全性の確保を大前提と

し、泊発電所再稼働に向けた取り組みを着実に進めている。

泊発電所３号機安全対策工事について、2025年４月の長期脱炭素電源オークションの落札、

同年７月の原子炉設置変更許可などを受け、投資回収の予見性が高まったことに伴い、費用収

益対応を適切に反映させるために建設に充当した資金の支払利息を取得原価に算入することと

し、2027年３月期より当該会計方針の変更を行うものである。

当該会計方針の変更により、従来の方法と比較して、当第１四半期連結累計期間の経常利益

は110百万円増加し、親会社株主に帰属する四半期純利益は78百万円増加している。また、当第

１四半期連結累計期間の１株当たり純資産、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益はそれぞれ0円38銭、0円38銭及び0円33銭増加している。

当該会計方針の変更について、当社の送配電事業を会社分割により北海道電力ネットワーク

株式会社へ承継した2020年３月期以前については過去の情報の収集及び保存がなされておらず、

遡及適用に係る原則的な取扱いを適用することが実務上不可能である。また、2021年３月期か

ら2026年３月期までの累積的影響は軽微であるため、遡及適用は行っていない。
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（セグメント情報等の注記）

（セグメント情報）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
(注2)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注3)北海道電力

北海道電
力ネット
ワーク

計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

160,366 28,149 188,516 8,890 197,407 － 197,407

電気事業営業収益 159,059 28,133 187,192 0 187,192 － 187,192

その他事業営業収益 1,306 16 1,323 8,890 10,214 － 10,214

その他の収益（注4） 1,900 1,442 3,342 1,748 5,090 － 5,090

外部顧客への売上高 162,266 29,592 191,858 10,639 202,497 － 202,497

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13,111 43,312 56,423 19,841 76,265 △76,265 －

計 175,377 72,904 248,282 30,480 278,762 △76,265 202,497

セグメント利益 37,334 4,486 41,820 1,967 43,787 △2,129 41,658

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の連結子会社等を含

んでいる。

２ セグメント利益の調整額 △2,129百万円は、セグメント間取引消去によるものである。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４ 売上高の「その他の収益」には、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」に基づき

実施される「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により、国が定める値引き単価による電気・ガス料金

の値引きを行っており、その原資として受領する補助金が含まれている。内訳は、「北海道電力」

1,494百万円、「北海道電力ネットワーク」4百万円である。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
(注2)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注3)北海道電力

北海道電
力ネット
ワーク

計

売上高

顧客との契約から生じる
収益

164,007 37,493 201,501 10,084 211,586 － 211,586

電気事業営業収益 162,673 37,479 200,152 0 200,153 － 200,153

その他事業営業収益 1,334 14 1,348 10,084 11,432 － 11,432

その他の収益（注4） 1,850 573 2,424 471 2,895 － 2,895

外部顧客への売上高 165,858 38,067 203,925 10,556 214,481 － 214,481

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14,534 45,033 59,567 24,050 83,618 △83,618 －

計 180,392 83,100 263,493 34,607 298,100 △83,618 214,481

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

21,201 △3,278 17,923 2,687 20,610 △1,846 18,764

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の連結子会社等を含

んでいる。

２ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 △1,846百万円は、セグメント間取引消去によるも

のである。

３ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

４ 売上高の「その他の収益」には、「「強い経済」を実現する総合経済対策」に基づき実施される「電

気・ガス料金負担軽減支援事業」により、国が定める値引き単価による電気・ガス料金の値引きを行っ

ており、その原資として受領する補助金が含まれている。内訳は、「北海道電力」1,613百万円、「北

海道電力ネットワーク」5百万円である。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項なし

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項なし

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）は、次のとおりである。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 17,882百万円 17,894百万円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月７日

北海道電力株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片岡 直彦

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井上 裕人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大槻 昌寛

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている北海道電力株式会社の2026年４月１

日から2027年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸

表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結

論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の

作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

る。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取

引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載

の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
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を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４

条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人札幌証券

取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠

を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する

ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを

適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管している。
２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていない。


